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１．はじめに１．はじめに１．はじめに１．はじめに    

    東京地下鉄(株)の丸ノ内線茗荷谷駅～後楽園駅間は，武蔵野台地の東端部に位置している．路線の両側は，

関東ロームを主体とした比較的安定性の高い地山となっており，その法面は間知石ブロックを練積みした，も

たれ式擁壁構造（以下，石積壁とする）となっている．このような石積壁は，積石同士と背面の裏グリ石との

かみ合わせで安定性を保っているが，壁面に一体性がないため，地震時に脆性的な崩壊を起こす懸念がある．  

 ここでは，石積壁の背後に民地が近接している条件で，営業線の建築限界を犯すことなく，石積壁の耐震補

強工を設計・施工した事例を報告する．    

２．石積壁の耐震補強工法２．石積壁の耐震補強工法２．石積壁の耐震補強工法２．石積壁の耐震補強工法    

 石積壁の耐震補強工法（以下，本工法とする）は，（公財）鉄道総合技術研究所によって開発された工法で

ある 1).この成果によると，地震時の石積壁崩壊の主要因は，裏グリ石の緩みと沈下であると考えられている．

本工法は，間知石と裏グリ石を一体化した固化体を造成して，裏グリ石の緩みと沈下を抑制する（Ⅰ型）．ま

た，画鋲で留めるように，一体化した固化体を補強材で地山に定着する方法がある（Ⅱ型）． 

 工法開発に当たっては，線路に沿った狭隘な場所で施工できることを目標としており，次の特徴を有する．    

  ① 施工機械が軽量コンパクトなので人力で持ち運 

    ぶことができる 

  ② 簡便な単管足場で施工できる 

  ③ 裏グリ石を部分的に固化するだけなので経済性 

    に優れる 

  ④ 裏グリ石を部分的に固化するだけなので裏グリ 

    部分の排水性を維持できる 

  ⑤ 補強箇所が目立たず景観維持に優れる         図-1 Ⅰ型        図-2 Ⅱ型 

３．茗荷谷駅～後楽園駅間の検討３．茗荷谷駅～後楽園駅間の検討３．茗荷谷駅～後楽園駅間の検討３．茗荷谷駅～後楽園駅間の検討    

 茗荷谷駅～後楽園駅間の石積壁は，背面に民地が近接している．特に石積壁上部は，裏グリ石の直近が民地

であリ，この部分は補強材を使用することができない．また，周辺は閑静な住宅街が近接しており，騒音や振

動の発生に対して十分な配慮が必要な地域である．一方，本工法の施工機械は，コアドリルである（写真-1）．

このため，施工時に騒音や振動の発生はほとんどない．また，施工機械が小さいので，営業線の側方で建築限

界を犯すことなく施工ができる．以上の現場条件から，民地や地域に影響がなく，地下鉄営業中に施工ができ

る本工法を採用した． 

 本工法のうち，石積壁の最上部は，民地が最も近接しているので，補強材を使用しないで間知石と裏グリ石

を一体固化するⅠ型を用いた。また，その他の部分は補強材を使用するⅡ型を使用した．このⅡ型においても，

補強材長を極力短くするために，定着部の直径（＝削孔径）をφ200mm とした（標準はφ110mm）． 

 施工ピッチは，裏グリ石の許容沈下量（100mm）から定まるピッチと，地震時慣性力（L2 地震動）による固

化体の抜け出しから定まるピッチの両方を満足するものとして，標準で 1.50m を採用した 

 キーワード 石積壁，耐震補強，営業線近接，民地近接 
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                        図-3 施工範囲平面  

４．施工４．施工４．施工４．施工とそのとそのとそのとその結果結果結果結果                                                

 施工は，大きく二工程に分けられる（Ⅱ型の場合）．最初の工程は，  図-4 標準断面図 

裏グリ石の固化である．間知石の目地部を裏グリ石まで削孔して（コ 

アドリルφ50mm），注入管を挿入，可塑性注入材を裏グリ部に充填する 

（Ⅰ型はここまでで完了）．充填箇所とプラントが最大で 70m 程度離れ 

ているため，可塑性注入材は，圧送性と強度発現（設計強度 24N/mm2） 

を兼ね備えた 2液性材料を使用した 2）．次の工程は，補強材による定着    

である．再度同じ目地部を，固化体から地山の定着長まで削孔して（コ  写真-1 コアドリルで施工 

アドリルφ200mm），補強材（D21）を挿入，可塑性注入材で補強材を定 

着した。この時に，裏グリの固化状況の確認を併せて行った（写真-2）． 

 営業線の横で施工しているため，特に飛散養生に努めた．目止めした 

カーテン状の防護幕をラップさせて線路側への飛散を防止した．また， 

施工箇所に乗務員の通路の確保も行った（写真-3）． 

 補強材の頭部処理は，壁体に埋め込む形状として、表面をフラットに    

して景観に留意した（写真-4，5）。                  写真-2 裏グリの固化状況 

 可塑性注入材の強度は，28日で 25.0N/mm2を示した。補強材の引抜き試験は，すべて設計値を満足した。 

 

 

 

 

                                      

                                     写真-5 頭部処理 

 

 

      写真-3 仮設状況          写真-4 補強工事後  

５．おわりに５．おわりに５．おわりに５．おわりに                                                                                                                                                                                                                                                        

 鉄道は線状構造物であり，路線の 1 箇所で被害が生じただけで，路線全体が機能不全になる可能性がある．

このため，今後想定される大地震発生に対して，路線の耐震補強工事は喫緊の課題である． 

 鉄道に限らず，古い石積壁は全国に存在している．その中には，変状をきたしており対策に苦慮しているケ

ースもあると想定される．本報告が，類似工事の参考になれば幸いである。 
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